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 本研究は，公共政策におけるシナリオ分析に関して，関係主体間の相互関係を明示的に考慮する方法を提案し，そ

れを東京圏の広域交通政策事例に適用した結果を示すものである．提案方法の特徴は，社会経済動向等に起因する

マクロな不確実性に加えて，関係他主体の行動によるミクロな不確実性についても取り扱っている点と，ミクロな不確実性

を考慮するために，既存の問題構造化分析によって得られた関係主体間の相互期待表を活用している点にある．ミクロ・

マクロ両方の不確実性を考慮することによって，より現実的な分析と政策検討が行えるものとなっている． 
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１．はじめに 

 

一般に，公共政策の立案・実施を行う上では，将来の

状況を適切に想定した上で，様々なリスクを考慮した意思

決定を行うことが望まれる．このようにリスクをうまくマネジメ

ントすることにより，より柔軟で，かつ，安定的な社会意思

決定を期待することができるようになる．国や地方自治体

等が策定する，交通計画についても，当然これは該当す

る．一般に，交通計画を立案する際には，将来の社会経

済動向を想定し，それをベースとした交通需要分析と，そ

れに対応する交通政策とが検討される必要がある1)．ところ

が，現在，広く行われている交通計画においては，必ずし

も多様な環境条件を想定した柔軟な意思決定が行われて

いるわけではない．将来の人口や経済動向は，外生的に

一意に与えられることがほとんどであり，その設定根拠も，

明確でないことが多い．また，仮に環境条件の変化が考

慮される場合であっても，高々単純な感度分析が行われ

るだけにとどまっている．そのため，交通需要分析の前提

条件設定の手続きが，ブラックボックス化しているといった

批判や，計画者の意図的な分析操作が可能なのではな

いか等の指摘が行われてきている2)．また，実際，需要分

析の前提条件設定が適切でないために，事前の予測結

果と現実とが乖離し，社会経済的にも，企業経営的にも深

刻な問題を引き起こしている例が散見される3),4)．そして，こ

の原因を，計画者あるいは分析者の倫理感の欠如に求め

る研究もある5)． 

 これに対し，意思決定の手続きを重視する立場からは，

計画者あるいは分析者の作業プロセスを透明化する必要

性がしばしば指摘される．例えば，計画意思決定手続きの

情報公開や市民参加，パブリックインボルブメント等の手

続きによる透明性確保がこれに該当する（例えば，寺部・

屋井6），屋井・寺部7)）．しかし，単純に手続きの透明性を高

めるだけでこうした問題が解決するとは考えにくい．なぜな

らば，こうした問題発生の根本的原因は，将来の不確実性

を反映できる方法論が，そもそも確立されていないことに

あると考えられるからである． 

 一般に，不確実性には，マクロ的要因とミクロ的要因の２

種類が考えられる．まず，マクロな不確実性の要因の典型

例は，社会環境条件（将来人口の動向や経済動向等）で

ある．確かに，将来のGDP成長率や，それに影響を与える

世界中の様々な要因を，完璧に事前に予測することは不

可能であるから，こうした不確実性を計画に反映させること

は極めて重要な事項である．そこで，近年では，環境条件

の様々な変化を事前に列挙し，それらをもとに幅広いリス

クマネジメントを行うための手法が開発されてきている．ま

た，実際のプロジェクトへの導入も提案されてきているとこ
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ろである．例えば，大森・堀井8)は，日本のエネルギー政策

の策定について，Zegrasら9)は，米国の長期交通計画の策

定について，それぞれシナリオ分析の手法を適用し，その

有用性を主張している． 

一方で，ミクロな不確実性要因としては，関係主体間の

関係，あるいは関係主体の行動に関する不確実性が挙げ

られる．ここで，一般的に，交通計画には，多種多様な関

係主体が含まれる．そのため，交通計画の意思決定には，

こうした関係主体の行動が大きな影響を与えることが予想

される(1)．ところが，従来の交通計画では，伝統的に，消費

者あるいは需要に比べると，供給者側の行動が明示的に

考慮されることは稀である．この理由の１つは，特に長期の

計画を念頭に置くとき，交通需要と比較して，交通供給者

の行動（組織形態等も含めて）を分析することが困難だか

らである．だが，Wachs10)も指摘するように，交通計画の策

定において，関係主体，特に企業をはじめとする各種組

織の行動を分析することはかなり重要である．特に，関係

主体の行動の不確実性を明示的に考慮することが重要で

あると考える． 

そこで，本研究では，マクロな不確実性とミクロな不確実

性の両方を取り扱ったシナリオ分析手法を提案する．この

方法では，ミクロな不確実性を考慮するために，特に関係

主体間の相互関係に着目して，将来状況を想定する手法

を検討し，それに基づいてオプションを構築する．その際，

関係主体は分析主体にとってマネジメントが可能か否かと

いう観点から分類され，マネジメント可能な主体に関する

不確実性はミクロな，そして残りはマクロな不確実性として

扱われる．オプションを構築するには，可能性を幅広く検

討することが重要であると同時に，関係者のインセンティブ

や相互期待を踏まえることが重要となる．具体事例として，

東京圏の広域交通計画を念頭に置くこととする．なお，問

題構造化の段階では，その特性上，多くの関係者の視点

から分析を行う必要があるが，本研究で検討するシナリオ

設定あるいはオプション構築の際には，特定の関係者の

視座を選択することとなる． 

 

 

２．関連する既往研究のレビュー 

 

前章で述べたように，本研究が対象とする不確実性に

はマクロ的なものとミクロ的なものとがあり，またその取り扱

い方には以下の三つの特色がある： 

1) ミクロ・マクロ両方の変数をともに考慮してシナリオ構

築を行う点．（特徴１） 

2) 関係主体を，マネジメント可能なものと不可能なものと

に分類している点．（特徴２） 

3) 関係主体間の相互期待関係をもとにマネジメント不能

な関係主体を特定したり，その振る舞いに関するシナ

リオや行動オプションを作成したりする点．（特徴３） 

そこで，本章では，意思決定において，ミクロ・マクロの

不確実性を取り扱う既存の手法としてどのようなものがある

かを紹介するとともに，上記三つの特徴を持つ本研究とそ

れらの手法との違いについて述べる． 

(1)シナリオ分析 

 組織（企業，国家など）を取り巻く外部環境の不確実性を

取り入れた意思決定手法として，最も広く知られているの

が，シナリオ分析である．シナリオ分析は３０年以上の歴史

を持ち，かなり多くのバリエーションが存在する11)．これらは，

手法開発の歴史的経緯に応じて二つの流派に分けて整

理されることが多い 12).第一は直観論理アプローチ

(Intuitive-Logics Approach)，第二は戦略的シナリオ構築

アプローチ(La Prospective Approach)である．以下，それぞ

れについて説明する． 

a) 直観論理アプローチ 

第一の直観論理アプローチは，アメリカで1950年代に

Rand Corporation のHerman Kahnが，アメリカの国防戦略

にシナリオを使ったのが発端とされ，その後シェルなどの

民間企業において用いられ，発展してきた． 

このアプローチによるシナリオ作成の手順には多様性

があるが，Schwartz13)によれば，以下のようにまとめられる． 

1) 分析対象となっている組織の戦略を特定する． 

2) 何を成功／失敗と見なすか，それを支配する条件は

何か等を特定した後，成功／失敗を最も左右するkey 

factorsを特定する． 

3) これらのkey factorsを左右する外部環境変数（重要関

係主体の振る舞い方も含めて）を特定する．環境変数

はPEST (Political, Economic, Social, Technological) に

分類されることがある．なお，この作業がブレインスト

ーミングにより直観的に行われることが，「直観論理ア

プローチ」の名前の由来であろう． 

4) これらの変数の中から，重要性・不確実性の大きいも

のを選択する． 

5) 選択した変数を組み合わせてシナリオを作成する． 

6) １）で特定した戦略を，各シナリオ下で評価する． 

  このアプローチの特色は，作成されたシナリオの実現確

率を考えず，それぞれを均等に扱うことである．たとえ低確

率でも，影響（特に負の影響）が甚大な事象を想定に含め

ることで，適切なリスクマネジメントを行うことが可能になる． 

なお，以上においては，シナリオ分析を用いて，あらか

じめ特定された戦略を評価するための手順を示している

が，戦略を策定するためにシナリオ分析を行うこともある14)． 

 

b) 戦略的シナリオ構築アプローチ 

このアプローチは，フランスのBergerが，やはり1950年代



社会技術研究論文集 Vol.4, 94-106, Dec. 2006 

 

 96

に構築した計画策定手法に端を発している12), 15)．このアプ

ローチは，当初はフランスの将来を社会的・政治的に分析

するために用いられ，その後は直観論理アプローチと同

様，ビジネス界でも用いられることになったもので，以下の

ような特徴を持つ16)． 

1) 直観論理アプローチと異なり，関係主体のインタビュ

ーに基づき，コンピュータツールにより重要な環境変

数を特定する． 

2) 環境変数を組み合わせて作った各シナリオには，確

率が付与される． 

3) 各シナリオの確率は，関係主体の行動に関する仮説

ごとに算出される． 

 このように，直観論理アプローチに比べて定量的な傾向

を持つこと，また関係主体分析に重きを置いているところ

が，このアプローチの特徴といえる．そして，その関係主体

分析に用いられるのがMACTOR法(Matrix of Alliances and 

Conflicts: Tactics, Objectives and Recommendations)である
12), 17)．この手法は，諸関係主体が持つインセンティブや，

関係主体間の影響力関係を数値化することで，諸関係主

体が相互作用を及ぼしあうシステムの将来がどのように発

展しうるかを分析し，よりよいシナリオを構築することを目的

とした手法である．ただ，それと同時に，多くの関係主体を

含んだ問題の意思決定に際して取るべき戦略オプション

を特定したり選択したりする場合にも用いられている18)． 

 

(2) ゲーム理論とドラマ理論 

 本節では関係主体の行動というミクロな要素の不確実性

を取り扱う既存の研究の一つとして，ゲーム理論とそこから

発展したドラマ理論 とについて説明する． 

ゲーム理論とは，複数の関係主体が存在し，各々が採

りうる戦略の選択肢を複数持つような場面で，関係主体た

ちが互いに影響を及ぼしあいながらそれぞれの意思決定

を行うような問題状況を分析するための理論である．さらに，

この理論を一般化したものがドラマ理論である19)．ドラマ理

論においては，各関係主体は他の諸関係主体にどう行動

してもらいたいかについての選好を持つことが想定される．

これらは一般に相反するものであるから，各関係主体はジ

レンマ状況にある．ドラマ理論の特徴は，各関係主体が持

つオプションの集合を変化させることを想定することで，ジ

レンマ状況が変化していく状況を描写できる点にある．ま

た，他主体との連携も含め，各主体がジレンマ状況を打開

するためのオプション立案の支援も可能である．Bennett20)

はこの手法を遺伝子組み換え食品の規制に関する対立

の問題に適用し，各関係主体（生産企業，規制主体，環

境団体，大衆など）がとりうる戦略について分析している． 

なお，この手法は，諸関係主体の振る舞いというミクロな

不確実要因を分析することに適した手法であるが，マクロ

な社会環境要因の不確実性をも同時に扱うような研究は，

筆者らの知る限り，なされていないようである． 

 

(3)関係者分析 (Stakeholder Analysis) 

政策分析の分野においては，政策の関係主体（利益集

団）を考慮することの重要性が長く認識されてきており，ま

た彼らの持つ利害や政策への影響力に関する特徴づけ

や分類に関する研究の歴史も古い．利益集団が２０世紀

以降台頭してきた背景として，辻中21）は「国民的・社会的

諸利益の多様化」，「政府の機能拡大による様々な領域へ

の介入」の二つを挙げている． 

利益集団は，通常次の３種類に分類される22)：①経済

的・職業的な特殊利益を追求する団体（経営者団体，労

働団体，弁護士や医師などの専門家団体等），②生活基

盤や活動基盤が補助金などの政策により大きく左右される

政策受益団体，③環境問題や平和など，組織化されにく

い一般的利益，価値を実現しようとする公共利益集団． 

こうした関係主体を分析することの重要性は，基本的に

あらゆる政策分野において言えることであり，多くの分野で

研究が進められているが，近年では特に健康関連政策 

(health policy) の分野において，関係者分析に関する研究

が非常に活発である（例えばReich 23）, PHR24)など） ． 

こうした政策分析における関係者分析の目的は「政策

目標達成のための，最も受容されやすく実行可能性

(feasibility)の高い政策の方向性を特定する」ことであると，

要約される25)．健康に関する政策の関係者分析において

は，様々な手法が提案・使用されている．その中には以下

のようなものが含まれる26)： 

1) 一つのイシュー（例えば国の包括的アルコール政策）

に関係する主体をリストアップし，それぞれについて

「イシューとの関係」，「利害の高さ」，「政策への影響

力」，「態度（賛成／反対）」，「その関係主体へのイン

パクト」を特定し，表にまとめる． 

2) 横軸に「賛成の度合い（強く賛成～強く反対）」，横軸

に「政策への影響力」をとり，各関係主体をプロットす

る．また，その図の時系列的な変化を追う． 

  以上のような類の作業を踏まえ，政策の受容性や実行

可能性を高めるには，各関係主体に対してどのような戦略

をとればよいかを明らかにするのが，ここでの関係者分析

の目的である. 

 

(4)既存研究のまとめと本研究の位置づけ 

 本章冒頭で述べたように，本研究は三つの特徴を持つ．

本節では，本章（１）から（３）で紹介した既存手法がこれら

の特徴のどの部分を共有し，どの部分を共有しないのかを

明らかにすることで，本研究の位置づけを明らかにする． 

 まず(1)a)直観論理アプローチによるシナリオプラニング



社会技術研究論文集 Vol.4, 94-106, Dec. 2006

 

 97

について述べる．この種の研究の殆どはマクロな不確実

性を対象としており，（特徴１）を持つ本研究と異なる． 

ただ，中にはミクロな不確実性をも考慮した研究もある．

たとえば，Janssenら27)は，シナリオプラニングを用いて，スイ

スにおける天然ガス車の市場浸透に関する政策を分析し

ているが，その中では自動車会社，燃料会社，消費者とい

った関係主体の振る舞いが考慮されている．しかし，これ

らの研究と本研究とは次の二つの点で異なる． 

第一に，通常の直観論理アプローチにおいては，関係

主体に関する諸変数の間には質的な区別は存在しない

のに対し，本研究では関係主体をマネジメントが可能なも

のと不可能なものとに分ける（特徴２）．これにより，シナリオ

構築後に構築する戦略において，彼らへの働きかけを考

慮する余地を残している． 

第二に，直観論理アプローチにおいては，関係主体に

関する変数は他の環境変数と質的に何ら変わらないもの

と位置づけられており，その変数が変化する自由度も大き

い．これに対し，本研究では関係主体間の「相互期待」と

いう概念に着目している（特徴３）．そして，関係主体に関

する変数の設定に当たっては「諸関係主体がどのように連

携するか」という観点から複数の可能性を設定し，シナリオ

を構築する．こうして，シナリオ構築に関する具体的な方

向性を与えることができる． 

次に，(1)b)の戦略的シナリオ構築アプローチについて

述べる．このアプローチにおいては，MACTOR分析に基

づいて関係主体間の相互作用を考慮する．したがって，

本研究とは（特色１）を共有する．しかし，大きな違いは，第

一に，戦略的シナリオ構築アプローチは定量的な方法だ

という点である．確率を客観的に数値として求めることが，

現実的には困難な問題を含んでいるというのが，本研究

の立場である．第二の大きな違いは，MACTOR法では，

関係主体同士の関係を一方から他方への「影響度」という

概念で捉えようとする．これは，各関係主体が自らの目的

を達成するために他の関係主体をどのくらい動かせるか

についての概念である．これに対し，本研究は「相互期

待」という概念で関係主体間の関係を捉える（特徴３）． 

次に，これは(1)のa)とb)の両方に言えることであるが，一

般にシナリオ分析においては，仮にシナリオを構築できた

としても，それを実際に戦略策定につなげるのが困難であ

る場合が多い(例えば，Wilson14))．これに対し，本研究にお

いては，シナリオ構築のみならず戦略策定の場面におい

ても，「相互期待」の概念に基づいてその方法を具体的に

提示している．この点において，本研究は既存のシナリオ

分析手法に対して大きな優位性を持つと考えられる． 

 つぎに，(2)のゲーム理論とドラマ理論について述べる．

この流れに属する研究には（特徴１）の要素が入っていな

いので，本研究との違いは明らかである．その一方，自分

以外の主体との連携をはじめとする手段を通じてジレンマ

状況を打開するという基本的な考え方は本研究も共有し

ている． 

 最後に，(3)の関係者分析について述べる．ここにおいて

は(2)と同様，（特徴１）の要素が入らないので，本研究との

違いは明らかである．また，関係者を分析する枠組みも，

相互期待という概念を手がかりとする本研究（特徴３）とは

ことなる．しかし，政策の受容性，実行可能性を高めるため

に関係者を考慮するという問題意識は本研究も共有する． 

 最後に，関係者分析と関連して，Susskindらによるコンセ

ンサスビルディング手法28),29）を紹介する．この手法は次の

手順で行われる． 

1) Convening：議論に参加してもらう必要のある人を招集． 

2) Signing on：会議の参加者に「会議の場と，自らが属す

るグループとの橋渡し役の遂行」等につき署名させる． 

3) Deliberating：合意があった場合の方がすべての参加

者の満足度が大きいような解決策を考え出す． 

4) Deciding：上記の解決策に同意できない参加者がいる

場合，彼らの言い分を聞き，修正方法を検討する． 

5) Implementing：合意が形成された解決策の実行を確実

にするための取り決めをしておく． 

 この手法は，本研究で提案するようなシナリオ分析を用

いたものではなく，比較することは必ずしも適切ではない

が，上の手順の3)において，グループ同士が相互に認識

していることを確かめ合い，皆が納得できる解決策を探す

という点において，「相互期待」の概念を手がかりとした本

研究の手法と通じる部分があると言えるだろう． 

 

 

３．本研究で提案する手法 

 

(1)背景となる考え方 

a)研究手法の狙いと特徴 

 本研究で提案する手法は，不確実性に適切に対処した

上で，将来有効なオプションを探索することを目的とするも

のである．従来のシナリオ分析手法では，主にマクロな環

境条件の不確実性のみが取り扱われてきたが，本研究で

は関係主体の行動に関するミクロな不確実性も考慮に入

れる点に１つの特徴がある．具体的には，関係主体の行

動の相互役割期待やインセンティブをオプション構築に際

に明示的に考慮する．本研究では，提案する分析手法を，

特に「メタゲーム的シナリオ分析」と呼ぶことにする． 

ここで，この手法をゲームと呼んでいるのは，関係主体

の行動の組み合わせが，一種のゲームのように取り扱える

こと，また，メタと呼んでいるのは，１回のみのゲームではな

く，複数のゲームを考慮した比較的中期的な意思決定を

含むものであることに由来する． 
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公共政策の意思決定に，こうしたメタゲーム的シナリオ

分析を導入することによるメリットは，次のようなものが考え

られる．第一に，主体の行動による関係主体のレスポンス

の結果の変動を明示的に考慮できるので，より現実的なシ

ナリオに基づく，現実的な解を得ることが期待できる．第二

に，第三者が介在して相互期待を明らかにすることで，当

事者のみでは発見できないオプションを構築することがで

きる可能性がある． 

また，本研究では，関係主体をマネジメント可能な主体

とマネジメント不可能な主体に分類している．そして，マネ

ジメント不可能な主体の行動は外生的に与えられる影響と

見なして，シナリオの一部として取り扱う一方で，マネジメ

ント可能な主体の行動は内生的に影響を及ぼしうると考え

て，行動オプションの一部として取り扱っている． 

なお，関係主体が相互に利害関係を認識できる期間は，

比較的短いと考えられることから，中期の政策検討に適し

た手法といえる． 

b)不確実性要因の種類と本研究で取り扱うもの 

意思決定において不確実性を生じさせる要因を改めて

整理する．  

1)マクロな不確実性 

 交通計画で，外生的に与えられる入力変数が，社会経

済環境の変化によって不確実となる可能性がある．この不

確実性を，本研究では，「マクロな不確実性」と呼ぶ．マク

ロな不確実性を生じさせる変数は，計画に関連するいか

なる主体も，自らの意思でコントロールできないものである． 

2)ミクロな不確実性 

 一般に，公共政策には，通常，多種多様な主体が関連

している．これらの関係主体の行動は，事前に予測できな

いことが多い．こうした関係主体の行動の不確実性を，本

研究では，「ミクロな不確実性」と呼ぶ．ここで，関係他主体

の行動に関する不確実性は，さらに次の２種類に分類可

能と考えられる．１つは，意思決定を行おうとする当該主体

にとって，自らの行動によって，他主体の行動を変更する

ことが完全に不可能である場合である．このような他主体

のことを「マネジメント不可能な他主体」と呼ぶことにする．

これは，当該主体にとって，他主体の行動が一種の環境

条件と見なされていることを意味する．もう１つは，当該主

体の行動によって関係他主体の行動を変更できる，ある

いは変更を期待できる場合である．この場合を，「マネジメ

ント可能な他主体」と呼ぶことにする． 

  

(2)メタゲーム的シナリオ分析の手法 

a)対象となる問題の構造化 

 そもそも対象とする公共政策に関わる問題が構造化され

ていなければ，関係主体やその相互関係をも想定するこ

とはできない．ここで，関係主体間の行動を明示的に考慮

した問題構造化手法としては，加藤ら30)が挙げられる．これ

は，関係主体へのインタビューを通して，問題全体の構造

を関係者の問題認識から整理しようとする方法である．こ

の手法では，関係主体間の相互関係を他者に対する相

互期待表という形で整理している．この相互期待に関する

情報は，ウィン・ウィンとなる解を探索する上でも重要と考

えられる．また，以下のシナリオ分析では，特定の主体の

観点から分析を行うが，たとえそうであっても全体的な問

題構造が明らかになることで，より適切な分析が行えるよう

になる．そこで，以下のシナリオ分析では，加藤ら30)の問題

構造化手法を用いることによって，対象となる政策の問題

構造化が既に行われていることを前提とする． 

b)分析主体の設定 

 分析の目的と主体によってシナリオの設定と評価の方法

やその結果も変わるものと思われる．本研究では，仮に公

共交通政策担当者が分析主体であるものと仮定する．こ

の仮定はあくまでも便宜的なものであるので，他の主体で

あっても本手法の適用は可能である． 

c)分析の手順 

 以下の手順で分析を行うものとする． 

A.シナリオの設定 

A-1. 環境条件に関する不確実性要因の設定 

A-2. マネジメント不可能な他主体の行動に関する不確

実性要因の設定 

B.行動オプションの設定 

B-1. 相互期待表などに基づく行動オプション候補の設

定 

B-2. 重要と思われる行動オプションの限定 

C.行動オプションの評価 

C-1. 総合評価のための考え方の設定 

C-2. 評価作業 

D.政策パッケージの提言 

 

(3)シナリオの設定 

a)マクロな不確実性要因の設定 

マクロな不確実性を生じさせる環境条件に関するシナリ

オの設定は，既存研究においても様々な方法が提案され

てきている．よく知られているのは，PEST分析と呼ばれる

手法である(例えば，O’Brien33) )．PEST分析は，第２章でも

述べたように，企業戦略を考える際，その企業を取り巻く

マクロな要因を考慮するために開発された手法である．本

研究では，PEST分析を改良して，不確実性を次のように

分類する．これを，NPEST分析と呼ぶことにする． 

・自然要因(Natural)：大震災や津波，洪水，大寒波等の自

然要因によって生じるもの． 

・政治要因(Political)：政策や法律，条例など政治的な要因

によって生じる環境の変化．例えば，法規制，税制，判
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例，政府・関連団体の動向がこれに含まれる． 

・経済要因(Economic)：景気や価格変動，為替の変化等が

これに含まれる． 

・社会要因(Social)：人口動態，世論・社会的意識，教育水

準等．また，新たな価値観の出現，収入と貯蓄への意識

の変化，消費行動の要因変化，社会活動のあり方の変

容，労働生産性の変化等もここに含まれる 

・技術要因(Technological)：技術に関わるものであり，技術

革新，特許，技術動向等が含まれる． 

 以上の各要因について，まず，考えられる変動要因を抽

出する．次に，それらの中から特に，分析主体にとって重

要であると考えられるものを，最大で３つ程度選定する． 

b)マネジメント不可能な他主体の行動に関するミクロな不

確実性要因の設定 

 関係主体間の関係を分析するに当たって，次のような作

業ステップを踏む必要がある． 

第一に，分析主体の政策担当者としてのレベルを適切

に設定する必要がある．例えば，公共交通政策に関わる

我が国の担当機関を考えてみると，地方自治体と国では

異なる．また，たとえ同一の政府内においても，課，部，局

等の部署によって政策策定の目的もその関心の範囲も異

なるであろう．そこで，分析者の目的に応じて，適切な分

析主体を定義しなければならない． 

第二に，問題構造化分析において作成した関係主体リ

ストをベースに，分析主体以外の関係主体のリストを整理

する．ここでは，上記の分析主体の定義によって，他主体

のリストの見直しが必要な場合には，適宜変更を行う．また，

他主体のリストが変更された場合には，それに応じて，相

互期待表の変更を行う． 

第三に，関係主体間の相互期待表をもとに，当該主体

の，他者に対するマネジメントの可能性を整理する．具体

的には，他者に期待している行動を，他者が実際に実行

するよう促すために，当該主体が行うことのできる行動オプ

ションを，各主体別に整理する．この整理の中で，他主体

の行動に影響を与えることが困難である場合，その主体を

「マネジメント不可能な主体」，そうでない場合，「マネジメ

ント可能な主体」と分類する． 

第四に，マネジメント不可能な他主体の行動オプション

を設定する．行動オプションは，問題構造化分析のインタ

ビュー調査によって得られた情報をもとに，マクロな変動

要因毎に１主体につき２～３つのオプションを定義する． 

c)シナリオライティング 

以上の作業から，マクロな不確実性要因の数（最大３）

×マネジメント不可能な他主体の数（？）×マネジメント不

可能な他主体の行動オプション数（２～３）の可能性が設

定される．マネジメント不可能な他主体の数に依存するが，

これらの可能性の数は相当の数に昇る可能性がある．あ

まりに検討すべきシナリオの数が多いと，作業上の負担が

大きくなりすぎるので，これらの中から， 

・ 現象発生の確率の高低にかかわらず，いったん発生

すると分析主体の利得に最大の負の影響を及ぼすこ

とが予想されるもの 

・ 現象発生の確率の高低にかかわらず，いったん発生

すると分析主体の利得に最大の正の影響を及ぼすこ

とが予想されるもの 

・ 影響の大小にかかわらず，分析主体の最も発生の確

率の高いもの 

の３つを選定するものとする．以上の作業によって得られ

た３つを，本研究では，「シナリオ」と呼ぶことにする． 

 

(4)行動オプションの設定 

先の３つのシナリオに対して，分析主体としてとるべき行

動オプションを設定する．その上で，想定される詳細なスト

ーリーをオプションライティングする． 

行動オプションの設定に当たっては，まず分析主体自

身の行動目的が明確にされていなければならない．主に，

次の３つの観点から行動オプションを検討し，いくつかの

候補をリストアップする． 

・ 最悪のシナリオでも，最低限，一定以上の目的を達

成することのできる行動オプション 

・ 最高のシナリオでは，最大限，所定の目的を達成す

ることのできるが，最悪のシナリオでは，目的を達成す

ることはできない可能性のある行動オプション 

・ 実現性の最も高いシナリオにおいて，目的を最大限

達成することのできる行動オプション 

 

(5)行動オプションの評価 

a) 評価作業 

 各オプションについて，分析主体の得られる利得を，＋，

―で評価する．具体的には，行動オプション実施に関わる

コストと，行動オプションの実施によって得られる分析主体

の便益とをそれぞれ評価した上で，両者の関係によって，

総合評価を行うこととする．なお，コスト評価に当たっては，

シナリオの実現可能性と合わせて，各行動オプションの実

行条件を，特に関係他主体との連携可能性の面から考慮

に入れることとする． 

(b)総合評価のための基本的考え方 

 以上の評価作業により得られた結果に対して，総合的な

評価を行うための考え方を整理する．以下では公共選択

における評価関数に相当するものを例として示している． 

・各シナリオについて最も利得の低いオプションのうち，最

も高い利得が得られるオプションを選択するケース 

・最も利得の高いオプションを選択するケース 

・何もしないというオプションよりも得られる利得が高いもの
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のうち，もっとも期待利得が高くなるオプションを選択する

ケース 

・期待利得の最大となるオプションを選択するケース 

 

 

４．東京圏の広域交通政策への適用 

 

(1)東京圏広域交通政策における問題の構造化 

 加藤ら30)は，東京圏の広域交通政策の問題構造化を行

っている．その結果として，Table 1に示されるような関係主

体間の相互期待表を作成した．本研究では，この表をベ

ースとした分析を進めることとする． 

 

(2)マクロな不確実性要因の抽出 

 加藤ら30)は，問題構造化分析を行う途上で，東京圏の交

通に影響を与える主要要因を整理している．本研究では，

この主要要因の中から，それらの一部をマクロな不確実性

要因の候補として取り上げることとする．これらのマクロな

不確実性要因の候補を，NPEST分析にしたがって整理し

たものが，Table 2である．Table 2によれば，全部で12個の

要因があるが，これらのうち発生確率が高いものは，不確

実性の低いものと見なすことができるであろう．そこで，発

生確率の中または低のもののうちから， 

（あ）カタストロフィックな災害の発生 

（い）税財政システムの転換 

（う）新たな交通技術の出現 

という３つを，特に重要なマクロな不確実性要因として選択

することとする．  

 

(3)ミクロな不確実性要因の設定 

 まず，本研究では，分析主体として国の運輸行政担当

者を念頭に置くこととする．これは，現在，我が国の交通政

策において，公共交通を中心とする交通政策のあり方が

最も重要な課題となっており，運輸行政担当者はその中

心的な役割を果たす主体と考えられるためである．当然，

他の主体を分析主体としても構わない． 

 次に，他の関係主体を整理する．Table 1からみてもわか

るように，運輸行政担当者が何らかの行動を期待している

他主体は，かなり多い．運輸行政担当者の現在の業務内

容からみて，鉄道事業者やバス事業者は，規制行政の対

象であることから，マネジメント可能な主体といえる．一方

で，道路行政担当者，交通管理者ならびに地方自治体は，

完全に異なる行政組織であることから，マネジメントが困難

な主体と考えられる．一般市民もマネジメントが困難といえ

るが，本研究では，特に交通サービスの供給主体に関心

を絞ることから，対象としない．以上より，マネジメント不可

能な主体として，道路行政担当者，交通管理者，地方自

治体の３主体を取り上げることとする． 

 道路行政担当部局，交通管理者，地方自治体の認識図

の例を示したものがFig.1～4である．これより，各主体につ

Table 1 関東圏広域交通計画をめぐる関係実務主体間の関係：各主体が他主体に対して期待している事項

運輸局 道路局 警察 自治体 鉄道事業者 バス事業者 航空事業者 自動車メーカー市民

運輸局
道路財源の
運輸事業へ
の転用

TDM実施に
おける協力

許認可・助
成の分担

許認可による
コントロール

許認可によるコ
ントロール

排ガス規制
の遵守

政策への
理解・協
力

道路局
道路財源維持の
ための方策発見

地方整備局
間の協力

データの共
有，渋滞対
策・交通事
故対策の
協力

道路整備計
画の遂行

連続立体交差
化事業・駅周
辺開発等にお
ける協力

道路行政
に対する
理解・支
援

警察 警察権限の強化 道路の整備
車体の安全
性向上
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Table 2 関東圏広域交通計画に関連するマクロな不確実性要因候補の概略

分類 発生確率 要因 説明

自然（Ｎ） 低 カタストロフィックな災害の発生
関東圏において大地震が発生する．圏域内の各種社会システムの機能が麻痺するだけでなく，
政治的機能，物資流動等の停滞が，全国経済に深刻な影響を及ぼす．

政治（Ｐ） 高 国際協力の必要
我が国のより国際的な立場が求められるようになる．関東圏は，世界的も稀に見る大規模都市で
ある一方で，公共交通を中心とした都市として成功していることから交通政策上のモデルとなりう
るだけでなく，アジア都市政策の牽引役としても位置づけられる．

政治（Ｐ） 中 税財政システムの転換
交通インフラ新規整備のための予算が縮小され，よりメンテナンスを重視した税財政システムへと
転換する．また，環境負荷軽減や，交通利用者数の減少に伴う交通事業者の慢性的赤字への
補填を目的として，公共交通サービスを公的に支援する財政的な仕組みが充実される．

経済（Ｅ） 高 国・地方自治体の財政状況の悪化
労働人口の減少に伴って税収入が急激に低下し，国・地方自治体の歳入が減少する．一方で，
既存ストックのメンテナンスにかかる費用が増加し，財政状況を圧迫する．

経済（Ｅ） 中 産業構造の大転換
IT関連産業をはじめとする，よりソフト産業への転換が，特に物流へ様々なインパクトを与える．
また，知識集約型労働の就業機会に格差が発生し，その結果，国民の貧富格差の拡大ならび
に貧困者の社会参加へのアクセシビリティ確保が重要となる．

社会（Ｓ） 高
少子高齢化およびそれに伴う交通利
用者数の減少

関東圏における少子化と高齢化が急速に進み，労働人口が急激に減少する．この結果，通勤を
目的とする交通需要が減少する．また，少子化の進展に伴って，通学交通の需要も減少する．

社会（Ｓ） 高 国際競争力の強化
情報のみならず物資や労働力等のグローバル化が一層進展し，アジアのみならず世界各国の
市場との競争にさらされることになる．国際競争に取り残されないための教育や基礎インフラの充
実が進められる．

社会（Ｓ） 高 都心回帰等の土地利用の変化
都心部の再開発が進み，住居と業務の混合土地利用が一般化する．これに伴って，郊外から多
くの世帯が都心へ移り住むようになる一方で，郊外部の空洞化が始まる．

社会（Ｓ） 高 環境意識の高まり
地球温暖化問題に対する社会的認識が定着し，環境教育，環境に配慮した生活行動，環境負
荷の低い生産活動が広く普及する．また，逆に環境負荷への取り組みの遅れている企業等の市
場ならびに社会の評価が低下する．

社会（Ｓ） 中 女性の社会進出
少子高齢化による労働者不足に対応するため，女性をターゲットにした新たな雇用形態が登場
する．特に，子供を持つ女性の技能が最大限に発揮できるように，ワークシェアやパートタイム雇
用等をベースとする非定期型通勤が普及する．

社会（Ｓ） 中 外国人労働者の増加
労働者が国際化し，旧来の我が国固有の労働環境（定時労働制，日本語環境等）が変化する．
また，外国人居住者の増加に伴い，都市施設の国際化が進行する一方で，セキュリティーの確
保がさらに重要性を増す．

技術（Ｔ） 中 新たな交通技術の出現
ITS技術の進展や燃料技術の革新によって，環境負荷の少なく低コストでより安全な新たな交通
サービスが出現する．
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また，外国人居住者の増加に伴い，都市施設の国際化が進行する一方で，セキュリティーの確
保がさらに重要性を増す．

技術（Ｔ） 中 新たな交通技術の出現
ITS技術の進展や燃料技術の革新によって，環境負荷の少なく低コストでより安全な新たな交通
サービスが出現する．

Table 2 関東圏広域交通計画に関連するマクロな不確実性要因候補の概略

分類 発生確率 要因 説明

自然（Ｎ） 低 カタストロフィックな災害の発生
関東圏において大地震が発生する．圏域内の各種社会システムの機能が麻痺するだけでなく，
政治的機能，物資流動等の停滞が，全国経済に深刻な影響を及ぼす．

政治（Ｐ） 高 国際協力の必要
我が国のより国際的な立場が求められるようになる．関東圏は，世界的も稀に見る大規模都市で
ある一方で，公共交通を中心とした都市として成功していることから交通政策上のモデルとなりう
るだけでなく，アジア都市政策の牽引役としても位置づけられる．

政治（Ｐ） 中 税財政システムの転換
交通インフラ新規整備のための予算が縮小され，よりメンテナンスを重視した税財政システムへと
転換する．また，環境負荷軽減や，交通利用者数の減少に伴う交通事業者の慢性的赤字への
補填を目的として，公共交通サービスを公的に支援する財政的な仕組みが充実される．

経済（Ｅ） 高 国・地方自治体の財政状況の悪化
労働人口の減少に伴って税収入が急激に低下し，国・地方自治体の歳入が減少する．一方で，
既存ストックのメンテナンスにかかる費用が増加し，財政状況を圧迫する．

経済（Ｅ） 中 産業構造の大転換
IT関連産業をはじめとする，よりソフト産業への転換が，特に物流へ様々なインパクトを与える．
また，知識集約型労働の就業機会に格差が発生し，その結果，国民の貧富格差の拡大ならび
に貧困者の社会参加へのアクセシビリティ確保が重要となる．

社会（Ｓ） 高
少子高齢化およびそれに伴う交通利
用者数の減少

関東圏における少子化と高齢化が急速に進み，労働人口が急激に減少する．この結果，通勤を
目的とする交通需要が減少する．また，少子化の進展に伴って，通学交通の需要も減少する．

社会（Ｓ） 高 国際競争力の強化
情報のみならず物資や労働力等のグローバル化が一層進展し，アジアのみならず世界各国の
市場との競争にさらされることになる．国際競争に取り残されないための教育や基礎インフラの充
実が進められる．

社会（Ｓ） 高 都心回帰等の土地利用の変化
都心部の再開発が進み，住居と業務の混合土地利用が一般化する．これに伴って，郊外から多
くの世帯が都心へ移り住むようになる一方で，郊外部の空洞化が始まる．

社会（Ｓ） 高 環境意識の高まり
地球温暖化問題に対する社会的認識が定着し，環境教育，環境に配慮した生活行動，環境負
荷の低い生産活動が広く普及する．また，逆に環境負荷への取り組みの遅れている企業等の市
場ならびに社会の評価が低下する．

社会（Ｓ） 中 女性の社会進出
少子高齢化による労働者不足に対応するため，女性をターゲットにした新たな雇用形態が登場
する．特に，子供を持つ女性の技能が最大限に発揮できるように，ワークシェアやパートタイム雇
用等をベースとする非定期型通勤が普及する．

社会（Ｓ） 中 外国人労働者の増加
労働者が国際化し，旧来の我が国固有の労働環境（定時労働制，日本語環境等）が変化する．
また，外国人居住者の増加に伴い，都市施設の国際化が進行する一方で，セキュリティーの確
保がさらに重要性を増す．

技術（Ｔ） 中 新たな交通技術の出現
ITS技術の進展や燃料技術の革新によって，環境負荷の少なく低コストでより安全な新たな交通
サービスが出現する．

いて，次のような行動オプションを抽出することができる． 

a)道路行政担当部局 

(a-1)運輸行政担当者と連携し，予算分配方法の変更も含

めた公共交通サービス向上に向けた交通政策への

全面的な協力を行う 

(a-2)従来通り，道路整備とまちづくりの観点から交通環境

改善を追求する． 

b)交通管理者 

(b-1)運輸行政担当者と連携し，安全性に加えて社会的効

率性や環境負荷軽減をも考慮した総合的な交通政

策の立案および実現に向けた前向きな協力を行う 

(b-2)従来通り，独自に交通管理を行う 

c)地方自治体 

(c-1)運輸行政担当者の公共交通促進政策へ全面協力す

る． 

(c-2)地方自治体単位で独自の交通政策を策定する．場

合によっては，公共交通よりも道路交通整備を優先

する政策を行う． 

 

(4)シナリオの設定 

 以上の分析から，想定されるシナリオ候補は， 

・マクロな変動要因：３要因 

・マネジメント不可能な主体：３主体 

・マネジメント不可能な主体の行動オプション：２つ 

の組み合わせとして24通り存在することとなる．これらの中

から次のように３つのシナリオを設定することとした． 

a)現象発生の確率の高低にかかわらず，いったん発生す

ると分析主体の利得に最大の負の影響を及ぼすことが予

想されるもの【公共交通需要激減シナリオ】 

 まず，少子高齢化に伴う税収入の減少と，福祉政策等

への歳出の増加による財政難に伴い，公共交通サービス

に対する公共負担が大幅に削減される．この結果，地方

自治体による公共サービスの新規投資が全く行われなく

なる．また，郊外部で営業が行われていた既存第三セクタ

ー路線や，公営地下鉄路線の経営が破綻し，次々と営業

が停止される．地方自治体は，公共交通のサービス改善

よりも道路ネットワークの整備を優先的に実施する．こうし

た状況において，東京圏で関東大震災クラスの大災害が

発生．災害によって，交通機関利用者が多数死傷する．

災害発生後も，予算不足から公共交通ネットワークの現状

水準への復旧が困難となり，その後も長期にわたり公共交

通離れが加速する．こうした状況に対し，公共交通サービ

ス悪化の悪循環を断ち切るためのサポートを社会的に得

ることができず，公共交通政策はなすすべがなくなる．そ

のため，運輸行政担当部局は，他の関係主体から公共交

通政策に対する支援を得ることができなくなる． 

b)現象発生の確率の高低にかかわらず，いったん発生す

ると分析主体の利得に最大の正の影響を及ぼすことが予

想されるもの【公共交通需要拡大シナリオ】 

 当面の間，関東地方において，交通システムを不可逆

的に破壊するような大規模災害は発生しない．10年以内

に，財政システムが変更され，自動車利用から徴収された
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ITSの推進

交通容量拡大

ボトルネック
解消

バイパス・
環状道路整備

税あるいは料金が，公共交通整備に活用されるようになる．

これにより，自動車需要の抑制と公共交通利用の促進が

実現される．また，IT技術が進歩し，公共交通のみならず

全ての公共サービスの料金徴収技術が抜本的に改善さ

れる．これにより，交通手段やサービス提供者の違いによ

らず，シームレスな運賃収受が可能となるだけでなく，公

共サービスや公共交通に関連する付属サービスの購入が

容易となる．さらには海外との規格統一化にも成功し，外

国人観光客やビジネス客の利用も容易となる． 

 一方，関係主体との関係については，まず，まちづくり分

野において，道路行政担当部局および地方自治体と運輸

行政担当部局との連携が進む．鉄道路線の地下化が，両

者の協働によって順次進められ，都市内の踏切による渋

滞，事故，都市分断が解消される．また，駅を中心として

再開発が進められ，公共交通を中心としたコンパクトな都

市づくりが積極的に促進される．交通管理者と運輸行政

担当者との連携も進み，バス車両走行およびバス利用者

の利便性向上のために，交通管理者から信号制御におけ

る全面的な協力が得られる．これにより，バス等の公共交

通サービスの利用環境が大きく改善され，公共交通利用

者数が増加する．  

c)影響の大小にかかわらず，発生の確率の高いもの【公

共交通縮退シナリオ】 

 当面の間，関東地方において，交通システムを不可逆

的に破壊するような大規模災害は発生しない．交通技術

の開発が積極的に進められ，低公害車両の開発と普及が

進む．だが，完全にシームレスな運賃収受システムに関し

ては，技術的には解決するが，交通事業者間の調整に時

間がかかり，本格導入には相当の時間を要する．交通に

関わる財政システムは，改善されずに当面の間，現状が

維持される．公共交通ネットワークの規模は，現状から大

きく変化することはないが，一方で，継続的な都心回帰と

少子高齢化に伴う通勤・通学者の減少により，公共交通

事業者の収入は徐々に減少していく．収入の減少に伴っ

て，公共交通事業者の費用負担が増加し，運賃上昇と公

共交通サービス水準の低下が慢性的な問題となる． 

 まちづくりに関して，運輸行政担当者と地方自治体とは

相互利害が一致することから，双方の協力により駅周辺再

開発や踏切改善等が進められる．だが，道路行政担当者

の既得権確保の思惑から，予算スキームの統合化が行わ

れることはなく，あくまでも地方自治体レベルの個別対応

にとどまる． 

 

(5)行動オプションの設定 

 続いて，以上の３つのシナリオに沿って，分析主体であ

る運輸行政担当者の行動オプションを検討することとする．

ここで，運輸行政担当者の行動の直接的な目的は，公共

交通需要を増加させることであると仮定する．その上で，こ
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こでは，以下のように５つの行動オプションおよび，現状の

まま何も行わないという「ゼロオプション」の合計６つの行動

オプションを想定することとする．なお，以下のオプションラ

イティングでは，各行動オプションを実行する上での，他

主体との連携に関わる制約条件も明示的に記述している． 

(A)安全性最優先オプション 

まず，運輸行政担当者は，公共交通事業者に対して，

関東大震災クラスの大地震や超大型台風が到来しても，

交通システムがダウンしない，あるいはダウンしても早期に

復旧可能な強靱な交通インフラの整備と応急復旧体制を

構築するよう，各種規制や行政上の指導を行う．同様に，

通常時の安全性が確保されるよう厳密に安全管理を行う

よう監視体制を強化する．これに伴う投資額の負担が，民

間事業者にとっては相当大きなものとなるため，民間事業

者の運営コストが不足するが，それに伴う交通サービス水

準の低下に対しては，運輸政策担当者は特段，規制や指

導を行わない． 

(B)積極投資オプション 

公共交通サービスの利便性水準向上を目指して，公共

交通インフラに対する投資を事業者や地方自治体が積極

的に行うよう，マスタープラン等を通じた政策誘導を行って

いく． また，高齢化，国際化に対応して，シームレスかつ

効率性の高い交通ネットワークが形成されるよう，必要に

応じて公共交通投資に対する公的助成スキームを構築し，

積極的な支援を行っていく．  

(C)運輸連合オプション 

民間事業者による競争を前提とした交通システムから，

適度な規制の下における管理された競争システムへ移行

するよう，運輸政策担当者が関係者を誘導していく．具体

的には，例えば，鉄道事業の上下分離化を進めるとともに，

東京圏全体として統一の運賃システム，運行スケジュール

を導入し，一種の運輸連合31)を形成する．また，鉄道やバ

スの運行サービスについては，入札によるフランチャイズ

制を導入し，サービス水準に関する官民パートナーシップ

を構築する．なお，このオプションでは，運輸行政担当者

と地方自治体との連携が前提となる． 

(D)都市経営参画オプション 

運輸行政担当者は，地方自治体，道路行政担当者，交

通管理者との協力・連携の下，公共交通のみならず都市

活動全体を視野に入れた都市経営に参画する．都市経

営を効率的に行うために，東京圏の総合的な都市マスタ

ープランの策定・実施，個別施策や予算配分の調整を行

政担当の範囲に関わらず検討する．必要に応じて，これら

を統括する新たな組織を提案，設立，参加し，パッケージ

戦略の実現に貢献する．なお，このオプションでは，主要

関係他主体との強い連携が前提となる． 

 

(E)コーディネーターオプション 

運輸行政担当者は，地方自治体や交通事業者の取り

組みの中からベストプラクティスを収集し，それを広く公開

したり，大きく社会貢献した者に表彰を行ったりする．また，

個別の施策に関しては，規制対象者である交通事業者の

意見や，利用者である一般市民の声を聞きながら，合意

形成を図るための，コーディネーター役を果たす．ここで

は，運輸行政担当者が，主体的に特定の方向性をもった

政策誘導を行わない． 

 

(6)行動オプションの評価 

 以上の行動オプション案を，３つのシナリオに即して評価

した結果を示したものがTable 3である．ここで，行動オプシ

ョンを行う上で，他の主体との行動連携を必要条件とする

ものについては，シナリオ内で連携が確保されているとき

に高い評価が行われるよう配慮している． 

これより， 

・ 最悪のシナリオにおいても，一定程度の評価を得て

いるのは，安全性最優先オプション，運輸連合オプシ

ョン，積極投資オプションの３つである． 

・ 最も高い評価を得ているのは，公共交通需要縮退シ

ナリオにおける運輸連合オプションと，公共交通需要

拡大シナリオにおけるコーディネーターオプションで

ある． 

・ 何もしないというオプションよりも得られる利得が高い

もののうち，もっとも期待利得の高いオプションは，公

共交通システム縮退シナリオにおける運輸連合オプ

ションである． 

 

(7)分析結果に対する考察 

以上の検討結果を見る限り，運輸連合オプションがい

ずれの観点からも望ましいという，可能性が示された． 

実は，日本では，1970 年代に，東京と大阪で運輸連合

が導入検討されたことがあったが，実施には至らなかった

という．大都市圏では，鉄道網が高密かつ広範囲である上

に，その収支が逼迫しておらずインセンティブが働かなか

ったためだと言われている32)． 1970年代と比較すると，現

在は，将来人口の減少による収益減がほぼ確実視される

状況となっており，交通事業者が，運輸連合に参加するイ

ンセンティブは働く可能性は高いと思われる． 

ただし，本研究のシナリオ分析では，交通事業者の行

動が明示的に取り扱われていない．これは，運輸行政担

当者が，中長期的には，交通事業者の行動を一定方向に

誘導することができることを前提としているためである．した

がって，本研究の結論の妥当性を検証するためには，ま

ず，この前提の妥当性が検討されるべきであろう．また，実

際に，運輸連合の導入を議論する場合には，短期的には，
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Table 3 各シナリオに対する行動オプションの評価 

交通事業者間で何らかの交渉が生じる可能性が高い．こ

うした短期的なゲーム的行動を取り扱うためには，本研究

で提案する枠組みとは別の手法が用いられるべきだと考

えられる． 

その意味で，本研究の手法は，中期的な戦略あるいは

政策の方向性の検討手法として有用であるが，その後の

具体的な施策の検討には，さらに別途の手法が用いられ

るべきものと言える． 

 

 

５．おわりに 

 

  本研究は，公共政策におけるシナリオ分析に関して，

関係主体間の相互関係を明示的に考慮する方法を提案

し，それを東京圏の広域交通政策事例に適用した結果を

示した．シナリオ分析としての本研究で提案する方法の特

徴は，社会経済動向等に起因するマクロな不確実性に加

えて，関係他主体の行動によるミクロな不確実性について

も取り扱っている点である．これにより，現実的な分析と政

策検討が行えるものとなっている点にある． 

また，公共政策研究としては，以下の点が重要であると

思われる．第一に，公共政策研究においては，従来，一

定の将来予測を前提として政策決定の支援を試みること

が多かった．それに対して，本研究は，民間企業等の戦

略策定（あるいは国の安全保障戦略）において多く用いら

れてきたシナリオ分析の手法を政府の通常の公共政策に

応用することによって，通常の公共政策における将来の不

確実性を正面から扱った点に意義がある． 

他方，第二に，公共政策においては主要な関係主体で

ある政府関係主体は関係主体に対する一定のコントロー

ル能力を持っている．本研究においても，マネジメント可

能な主体とマネジメント不可能な主体という2分法を提示し，

マネジメント可能な主体を設定した．シナリオ分析が適用

される場面が多い民間企業の活動に関しては，マネジメン

ト可能な主体が想定されうる局面が小さいが，政府関係主

体に関しては一定程度設定することができる点は重要な

差異である．ただし，どのような主体がマネジメント可能な

主体であるのかというのはいろいろな設定が可能である．

本研究においては，国土交通省運輸局の観点から，関係

事業者はマネジメント可能な主体として設定し，道路局や

警察はマネジメント不可能な主体として設定したが，異な

った設定を行うことも可能である．また，マネジメント可能な

主体とマネジメント不可能な主体の中間に位置するグレー

ゾーンを扱う際には，諸主体間の戦略的行動を分析でき

るゲーム論等の活用も検討しうる． 

第三に，本研究においては「相互期待表」を基礎に，関

係主体間の連携可能性を評価している．連携可能性の評

価を通して政治的フィージビリティーに関する評価を公共

政策研究に埋め込む手法として本研究は意義がある．た

だし，このような作業を行うのに適した政策領域と適さない

政策領域があるように思われる．例えば，本研究が対象と

した交通政策以外でも，例えば地域医療・福祉政策といっ

た政策領域においては，ステークホルダーが比較的はっ

きりしているため，本研究の方法を応用することが可能で

あると思われる．他方，食品のＢＳＥのような問題において

は，ステークホルダーが必ずしもはっきりせず，一般の

注１：３つの主要不確定要素の各シナリオへの影響を表す上段の◎は目的に強く合致する影響を及ぼすこと，○は目的に合致する影響を及ぼすこ

と，×は，目的に影響を及ぼさないこと，▼は目的に反する影響を及ぼすことをそれぞれ意味する． 

注２：主要関係他主体との連携については，○は連携が行われること，×は連携が行われないことを表す． 

注３：オプション評価の「+」は分析主体の目的に合致する，「-」は目的に反することを意味し，記号の数が多いほどその程度が強いことを意味する． 

注４：オプション評価の A(B,C)は，A が評価結果，B が分析主体の便益に与える影響，C がオプション実施のコストをそれぞれ意味する．A=B+C によ

って，評価を行っている． 

シナリオ名 公共交通需要激減シナリオ 公共交通需要拡大シナリオ 公共交通システム縮退シナリオ

カタストロフィックな災害の発生 確率　低 ▼ × ×

税財政システムの転換 確率　中 ▼ ◎ ×

新たな交通技術の出現 確率　中 ▼ ◎ ○

主要関係他主体との連携 道路行政担当者 × ○ ×

交通管理者 × ○ ×

地方自治体 × ○ ○

期待される発生確率 極低 低 中

ゼロオプション - - - - (- - - -, 0) + (+, 0) - (-, 0)

安全性最優先オプション 0 (+ + +,- - -) - - - (0,- - -) - - - (0,- - -)

積極投資オプション - - - (+, - - - -) 0 (+ + + +, - - - -) - - (+ + ,- - - -)

運輸連合オプション 地方自治体との連携

が必要
- - - (-, - -) + (+ +, -) + + (+ + +, -)

都市経営参画オプション 主要関係他主体との

連携が必要
- - - - (-, - - -) 0 (+ +, - -) 0 (+ + +, - - -)

コーディネーターオプション
主要関係他主体との

連携が必要
- - - - (- - -, -) + + (+ +, 0) - (0, -)
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人々の漠然とした不安といった要素が重要であると思われ

るが，このような分野において適用するためには方法の修

正が必要となる場面もあるように思われる． 

 残された課題は次の通りである． 

 第一に，本研究の分析のベースとしている問題構造化ま

での作業については，現実の関係主体から直接得た情報

を用いているが，シナリオや行動オプションを設定する作

業については，筆者らの独自の検討によっている．したが

って，本研究の分析結果を関係者にフィードバックして，

結果の確認と，必要に応じた修正・更新を行う必要がある． 

 第二に，方法論の観点から言えば，一連の作業に依然

として分析者の恣意が入る余地がかなり大きい．より客観

的な視点からシナリオ策定ならびに分析を行っていくため

には，この問題を克服する必要がある．ただし，分析方法

をいかに洗練したとしても，最終的には，分析者の恣意は

残らざるを得ないし，また残すべきものとも考えられる．こ

れは，シナリオ分析は，あくまでも意思決定者の意思決定

サポート技術にすぎないためである．その意味で，手法上

の客観性をどの程度まで担保するべきなのかを検討する

こと自体が，１つの研究課題といえる． 

 第三に，シナリオや行動オプションの設定数に関する議

論が明確でないという問題がある．これは，既往の研究(例

えば，Zegrasら9)でも指摘されていることだが，分析作業上

の限界，人間の理解能力等の制約と，分析から得られる

結果の妥当性とのトレードオフを考慮して，決定されるべき

ものと考えられる．そのため，今後も類似の事例分析を蓄

積していくことにより，経験的に明らかにされていくべきで

あろう． 
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注 
(1) 例えば，具体的な事例として，日本の東京圏の都市鉄道整備

（Ａ線）を例に挙げてみよう．交通計画者（中央政府の鉄道関
連部局）は，このＡ線の新規鉄道整備の是非を検討するため
に，対象地域の将来人口や経済成長をまず想定する．そし
て，それらを入力変数として，交通需要分析を行いＡ線の将

来鉄道利用者数を想定する．また，その結果から，費用便益
分析や財務分析を行って意思決定の基礎データを得る．こ
こで，Ａ線の周辺には，並行して走る既存の鉄道路線があり，
この路線は別鉄道会社が運営しているものとしよう．東京圏
の鉄道整備計画では，政府担当者は，事前にこの別鉄道会
社へもインタビューを行って，ある程度合意を得た上で，最終
的な計画策定を行っている．したがって，関連する他主体の
行動はすでに計画に反映されていると見なされていた．とこ
ろが，Ａ線の整備を実際に行ってみると，Ａ線の利用者数は，
想定数の半分にも満たず，Ａ線を運営する企業は，大幅な
赤字を被ることになった．この原因を調べてみると，実は，鉄
道駅と住宅地とを結ぶバス会社の路線系統戦略が，鉄道利
用者の行動に大きく影響を与えることがわかった．これは，バ
ス会社の行動が計画策定時点で考慮されていなかったことと，
交通計画者とバス会社との間に十分なコミュニケーションが
取られていなかったことに起因したと考えられる． 
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   This paper proposes a method to generate future scenarios with an analysis on the reciprocal expectation of 
stakeholders and applies it to a case of regional transport planning. Our method covers both macroscopic 
uncertainty and microscopic uncertainty. The macroscopic uncertainty originates from five factors: natural, 
political, economics, social and technological, whereas the microscopic uncertainty originates from interrelations 
among stakeholders. We demonstrate an empirical application of the proposed method to a case of regional 
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